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地域社会を支える自治体の基盤強化と公共サービスの確立にむけた基本要求 
 

 

 地方自治の確立にむけた貴職のご尽力に敬意を表します。 

 自治労は、第98回定期大会を開催し、当面する諸課題に対する取り組み方針を決定いた

しました。この方針に基づき、下記の事項について要求し 

ますので、地方自治と地方分権を推進する立場として、その実現に努力されるよう要請し

ます。同時に、自治体で働くすべての職員の権利と労働条件の改善のための施策の推進を

求めます。 

 

記 

 

1. 地方公務員の給与決定については、地方公務員法第24条第２項の趣旨を踏まえた労使

の自主交渉と自治体の自己決定を尊重すること。 

 

2. 11度にわたるＩＬＯの勧告および国家公務員制度改革基本法附則第２条に基づき、地

方公務員の労働基本権の回復を含む自律的労使関係制度を措置すること。とくに、消防

職員については、団結権の付与にむけた具体的措置を講じること。 

 

3. 会計年度任用職員制度については、法の趣旨である「職務内容等に応じた常勤職員と

の均等待遇の実現」のため、必要な財源を保障すること。とくに、すべての自治体で常

勤職員と同様の月例給の遡及改定および同月数の期末・勤勉手当の支給が行われるよう、

適切な助言と必要な財源を確保すること。あわせて、有給化を含む休暇制度の拡充など

については、自治体の決定を尊重すること。 

 

4. 地方自治のあり方の検討に際しては、地方分権の理念に則り、地方の意見を十分に踏

まえること。とくに、第213回通常国会で成立した改正地方自治法には、公金収納事務



のデジタル化や地域での生活サービス提供にかかる多様な主体との連携強化のほか、大

規模災害や感染症まん延時などに国が地方自治体に対する補充的指示を可能とすること

が盛り込まれたが、具体的な対応にあたっては地方の自主性・自立性が損なわれること

がないよう、自治体の意見も十分に尊重しながら慎重に行うこと。 

 

5. 頻発する自然災害や新興感染症の流行などへの対応をはじめ、地域公共サービスが果

たすべき役割はより重要となっていることから、非常時にも対応できる人員体制が構築

できるよう地方公務員の総人件費を十分に確保すること。また、行政のデジタル化の推

進にあたっては、自治体の実情に配慮するとともに人的・財政的な支援を十分行うこと。 

 

6. 「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2024」では、2024年度地方財政計画

の水準を下回らないよう地方一般財源総額を確保することとされているが、増大する行

政需要や物価高騰等による運営経費の増加に対応できるよう、引き続き、自治体の行政

運営に必要な財源総額を確保すること。加えて、自治体での発注において労務費等の適

切な価格転嫁が行われるよう必要な財政措置を講じること。 

 

7. 医療、福祉などの社会保障関連サービスについては、いずれの地域であっても誰もが

安心して生活できるための基盤であることから、政府全体として、急増する社会保障

ニーズへの対応と担い手を確保するため、社会保障予算の確保と地方財政措置を的確に

行うこと。とくに、物価高騰等に伴う公立・公的病院の厳しい経営状況について実態を

把握するとともに、機能・体制強化に資する必要な財政措置を行うこと。 

 

8. 地方税財政に関する法改正や地方財政計画の策定、少子・高齢、人口減少下における

地方交付税のあり方の検討にあたっては、地方自治体における財政需要や地方税制に対

する要望について、自治体の意見を十分に聴取し、財源保障に反映させること。また、

各種税制の廃止や減税などの見直しを行う場合は、地方財政に与える影響に十分留意し

つつ、慎重に検討すること。 

 

9.  税制改正議論にあたっては、公共サービスに対する国民の信頼と受益感を高めるため、

所得再分配機能を強化すること。また、地域間の税源偏在性の是正と安定的な地方税

体系の構築に向けた抜本的な制度改正をめざすとともに、自治体財政に与える影響を

十分検証した上で、財政運営に支障が生じることがないよう対応をはかること。 

 

以  上 


